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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、海外における事業及びそれに関わる取引に関して、不適切な処理が行われたとの疑義が生じたた

め、平成24年10月３日に当社と利害関係の無い外部有識者のみによる第三者委員会を設置し、調査を行い、

平成24年10月30日に同委員会より調査報告書を受領いたしました。

この調査結果を受けて、当社は連結範囲の変更の要否、関連当事者との取引に係る記載の訂正の要否等を

検討いたしました。また、これを契機に、中国の連結子会社の売上高計上等の会計処理及び当社の過去の決

算における繰延税金資産の回収可能性等の会計処理について再度、検討を行いました。

連結範囲の変更要否の検討の結果、当社が平成23年８月31日付にて買収いたしました南京捷林格建材有

限公司が、買収以前の設立当初（設立日：平成19年４月５日）から当社の子会社と判定すべきと認識し、第

48期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）にさかのぼって同社を連結子会社とすることといた

しました。また、中国子会社の売上原価の計上時期及び当社の繰延税金資産の計上額についてもあわせて訂

正を行っております。ただし、連結子会社である格満林（南京）実業有限公司の売上高、売上原価、売掛金、

棚卸資産、貸倒引当金及び買掛金の計上に関する証憑の一部が保管されていないことなどが判明したため、

同社に保管されていた試算表その他の帳簿等をもとに訂正報告書の四半期連結財務諸表を作成しておりま

す。

これらの決算訂正により、平成22年８月12日に提出いたしました第51期第１四半期（自　平成22年４月１

日　至　平成22年６月30日）の四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品

取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、四半期連結財務諸表の記載内容にかかる訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、あわせ

て修正後のXBRL形式のデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。

訂正後の四半期連結財務諸表につきましては、有限責任 あずさ監査法人により、再度四半期レビューを

受けており、その四半期レビュー報告書を添付しております。
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２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

４　従業員の状況

第２　事業の状況

１　生産、受注及び販売の状況

４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第５　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(2) 四半期連結損益計算書

(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

追加情報

注記事項

　(四半期連結貸借対照表関係)

　(四半期連結損益計算書関係)

　(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　(セグメント情報等)

　事業の種類別セグメント情報

　所在地別セグメント情報

　海外売上高

　セグメント情報

　(１株当たり情報)

　
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項につい

ては訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第50期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第51期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第50期

会計期間
自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日

売上高 (千円) 5,096,985 5,306,455 24,933,599

経常損失(△) (千円) △595,510 △704,730 △1,215,675

四半期(当期)純損失(△)(千円) △382,037 △737,044 △3,263,574

純資産額 (千円) 20,617,845 16,192,642 17,081,874

総資産額 (千円) 28,933,735 24,857,520 26,270,450

１株当たり純資産額 (円) 2,188.66 1,815.90 1,916.10

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △40.61 △82.82 △352.00

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 71.2 65.0 64.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,039,453 1,375,888 △527,593

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △82,751 △27,342 △398,574

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △107,157 △205,699 △315,424

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 5,358,943 4,399,315 3,254,983

従業員数 (名) 1,362 1,370 1,376

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第50期については１株当たり当期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため、第50期第１四半期連結累計(会計)期間及び第51期第１四半期連結累計

(会計)期間については１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

EDINET提出書類

コマニー株式会社(E02413)

訂正四半期報告書

 4/23



　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名)
1,370
(100)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間における平均雇用人員であります。

　
(2) 提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名)
906
(64)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間における平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 2,978,917 ―

中国 70,594 ―

合計 3,049,511 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  金額は、販売価格によっております。

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

日本 6,198,848 ― 6,204,694 ―

中国 165,666 ― 782,627 ―

合計 6,364,514 ― 6,987,321 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

日本 5,186,873 ―

中国 119,582 ―

合計 5,306,455 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業が積極的に設備投資や雇用環境の改善に動か

なかったため内需の回復が見られなかったものの、輸出関連企業を中心に外需主導で持ち直しの傾向が

見られ、総じて景気は緩やかに回復しました。

このような情勢のもと、当社は営業部門の強化を進め、新規顧客の開拓や既存顧客への提案営業による

受注の拡大、顧客ニーズに適応する製品の開発等、積極的に取り組んでまいりました。その結果、売上高は

前年同四半期と比べ２億９百万円増加の53億６百万円となりました。

損益面では、全社を挙げて原価低減活動に取り組みましたが、売上総利益率は29.2％(前年同四半期比

1.9ポイント低下)となりました。営業損失は７億７百万円(前年同四半期は営業損失６億32百万円)、経常

損失は７億４百万円(前年同四半期は経常損失５億95百万円)、四半期純損失は７億37百万円(前年同四半

期は四半期純損失３億82百万円)となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　日本

日本国内においては、競争激化による販売価格の下落等、厳しい状況が続いております。民間企業が

設備投資を控えたこと等から需要が低迷しておりますが、首都圏においては引き続き需要の回復が見

られました。

この結果、当セグメントの売上高は51億86百万円となり、営業損失は７億２百万円となりました。

②　中国

中国国内においては、需要の拡大が見込まれるため、当社グループの企業間連携、補完、交流等を積極

的に行い、パーティションの拡販に努めました。

この結果、当セグメントの売上高は１億19百万円となり、営業損失は12百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ14億12百万円減少の248億57百万円

となりました。

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末と比べ11億42百万円減少の144億７百万円となりました。これは主に、現

金及び預金が11億44百万円増加となりましたが、受取手形及び売掛金が24億15百万円減少したこと等に

よります。固定資産は、前連結会計年度末と比べ２億69百万円減少の104億49百万円となりました。これは

主に、有形固定資産の減価償却等によります。

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末と比べ２億96百万円減少の36億85百万円となりました。これは主に、支

払手形及び買掛金が４億11百万円減少したこと等によります。固定負債は、前連結会計年度末と比べ２億

26百万円減少の49億78百万円となりました。これは主に、長期借入金が１億５百万円減少したこと等によ

ります。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末と比べ８億89百万円減少の161億92百万円となりました。これは主に、

利益剰余金が８億52百万円減少したこと等によります。自己資本比率は、前連結会計年度末と比べ0.1ポ

イント上昇の65.0％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は43億99百万円と

なり、前年同四半期に比べて９億59百万円減少しました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動で得られた資金は、前年同四半期と比べ３億36百万円増加の13億75百万円となりました。これ

は主に、減価償却費２億11百万円、売上債権の減少額24億20百万円等による増加と、税金等調整前四半期

純損失７億15百万円、仕入債務の減少額４億12百万円等による減少であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動で使用した資金は、前年同四半期と比べ55百万円減少の27百万円となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出14百万円等であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動で使用した資金は、前年同四半期と比べ98百万円増加の２億５百万円となりました。これは主

に、長期借入金の返済による支出１億５百万円、配当金の支払額１億円等によるものであります。

　

EDINET提出書類

コマニー株式会社(E02413)

訂正四半期報告書

 8/23



　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等は次のとおりであります。

当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、「当社の財務および事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針」(以下、「基本方針」という。)を定めるとともに、平成20年６月25日開催

の当社第48回定時株主総会において、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業方

針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、「当社株式の大規模買付行為に関する対応

策(買収防衛策)」(以下、「本プラン」という。)の導入について承認されました。

①　基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社事業を取り巻く様々なステーク

ホルダーとの信頼関係の中で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を永続的に向上させるもの

でなければならないと考えております。

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社取締役会の賛同を得ず

して行われる敵対的な買収であっても、それが企業価値・株主共同の利益を損なうものでなければ、

これを否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴う大規模買付行為に応じるか否

かは、最終的には、株主の皆様の判断に基づき行われるものと考えております。

しかしながら、株式の大規模買付けの中には、その目的等から見て、企業価値・株主共同の利益を

侵害し、自らの利潤のみを追求するもの、株主に株式の売却を事実上強要するもの、対象会社の取締

役会や株主が株式の買収内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案する

ための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益を毀損するも

のも少なくありません。

かかる認識を踏まえ、当社取締役会は、株主の皆様に大規模買付行為に応じるか否かを適切にご判

断していただくためには、株主の皆様に対し、適切かつ十分な判断材料を提供する必要があるものと

考えます。

そのためには、当該大規模買付行為について、その目的、方法および内容、買付後における当社グ

ループの経営方針、事業計画等の内容、買付後における当社の従業員、取引先、お客様等の利害関係者

の処遇方法等のほか、当該買付行為に対する当社の評価、当該買付行為以外の代替案の有無・内容等

について当社取締役会からそれぞれ適切かつ十分な情報が提供され、かつ提供された情報を株主の

皆様が十分に検討するための時間が確保されることが必要であると考えております。

当社取締役会ではこのような考え方に立ち、当社株式に対する買付けが行われた際に買付けを受

け入れるか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要とな

る情報や時間を確保することや、株主の皆様のために当社取締役会が買付者と交渉を行うなどを可

能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買付行為を抑止するための枠組み

が必要であるとの結論に至りました。
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また、本プランにおいては、当社取締役会の恣意的判断を排除するために、当社の業務執行を行う

経営陣から独立している社外の委員３名以上により構成される独立委員会の判断を経るとともに、

株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。

②　不適切な支配の防止のための取組みの概要

当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、本プランを導入することを決議し、平成20年

６月25日開催の当社第48回定時株主総会において承認されました。

本プランは、当社議決権の20％以上となるような大規模な当社株式の買付行為が発生した場合に

は、株主の判断に必要となる大規模買付行為に関する十分な情報提供を受けることとし、当社取締役

会は大規模買付行為に対して評価、検討し、必要に応じて代替案を株主へ提示することもあります。

また、本プランにおいて、大規模買付者に対して対抗措置をとるか否かの判断に当たっては、その

透明性、公正性及び合理性を担保するため、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置

し、取締役会が対抗措置発動の是非等を決定するときは、独立委員会に諮問し、独立委員会の勧告を

受けるものとしております。

なお、本プランの有効期限は、平成23年３月期の事業年度に関する定時株主総会終結の時までの３

年間となります。

③　不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

「①　基本方針の内容の概要」に記載した会社支配に関する基本方針の実現に資する取組みは、当

社の企業価値・株主共同の利益を向上させるための具体的方策であり、当社の基本指針に沿うもの

であります。

また、「②　不適切な支配の防止のための取組みの概要」に記載した対応方針も、企業価値・株主

共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入されたものであり、当社の基本方針に沿うもので

す。特に本対応方針は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、取締役会は、対抗

措置の発動の是非等を決定するときは、独立委員会に諮問し、その勧告を受けることとなっているこ

と、独立委員会は、当社の費用で独立した第三者である専門家等の助言を得ることができるとされて

いること、本対応方針の有効期間は３年間となっていること等その内容において公正性・客観性が

担保される工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであっ

て、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は61百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、マクロ経済環境の動向の影響を受けるほか、繁忙期の需要減少、

新製品の開発遅延、カントリーリスク及び主要原材料の価格上昇等が、経営成績に影響を及ぼす可能性が

あると考えております。

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえ、以下の経営戦略を推進いたします。

①　重点顧客に特化し、当社を継続してご愛用いただく『生涯顧客づくり』を推進してまいります。

②　受注から生産、施工における徹底したロス排除により、総原価の低減と業務効率の向上に努めてまい

ります。

③　需要の拡大が見込まれる中国において、当社グループの企業間連携、補完、交流を積極的に行い、パー

ティションの拡販を行ってまいります。

④　社員一人ひとりが、常に高い目標に挑戦する社内風土の醸成に努めてまいります。

当社には、創業から長年受け継がれてきた「人を大切にする」ことが基本となっている経営理念があ

ります。

全社員がこの経営理念を行動規範として実践していくことが、価値観が多様化する現代においてもＣ

ＳＲ(企業の社会的責任)を果たすとともに、企業の競争力を増し、企業価値の増大に繋がると考えており

ます。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよ

う努めております。また、日本経済は最悪期を脱したと見られておりますが、間仕切業界につきましては、

引き続き厳しい状況が続くと考えております。

当社グループといたしましては、パーティションのリーディングカンパニーとして『いい空間には、い

いパーティションがある』の当社ブランドフレーズのもと、人に優しく、地球環境に配慮した間仕切製品

をお客様にご提供していくことを経営の基本と考えております。

当社は、『品質至上・お客様第一主義』の経営理念に基づき、「お客様の満足と感動が付加価値の増大

につながる」という認識のもと、お客様に喜んでいただけることを最重要テーマとして事業活動を推進

し、「№１ブランド」の確立を目指してまいります。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第１四半期連

結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月

１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により

四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年

７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しており

ますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けて

おります。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

　 　 　 　 当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部 　 　
　 流動資産 　 　
　 　 現金及び預金 5,499,315 4,354,983
　 　 受取手形及び売掛金 7,161,094 9,576,598
　 　 商品及び製品 883,019 819,933
　 　 仕掛品 138,145 120,982
　 　 原材料及び貯蔵品 533,061 451,377
　 　 繰延税金資産 59,096 68,127
　 　 その他 292,836 320,461
　 　 貸倒引当金 △159,042 △161,953

　 　 流動資産合計 14,407,525 15,550,511

　 固定資産 　 　
　 　 有形固定資産 　 　
　 　 　 建物及び構築物（純額） 2,783,942 2,831,122
　 　 　 機械装置及び運搬具（純額） 1,258,102 1,322,104
　 　 　 土地 3,389,463 3,389,463
　 　 　 その他（純額） 194,289 207,605

　 　 　 有形固定資産合計 ※ 7,625,798 ※ 7,750,295

　 　 無形固定資産 　 　
　 　 　 その他 710,814 783,829

　 　 　 無形固定資産合計 710,814 783,829

　 　 投資その他の資産 　 　
　 　 　 その他 2,141,381 2,213,814
　 　 　 貸倒引当金 △28,000 △28,000

　 　 　 投資その他の資産合計 2,113,381 2,185,814

　 　 固定資産合計 10,449,994 10,719,939

　 資産合計 24,857,520 26,270,450
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（単位：千円）

　 　 　 当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部 　 　
　 流動負債 　 　
　 　 支払手形及び買掛金 1,291,128 1,702,255
　 　 短期借入金 501,600 501,180
　 　 未払法人税等 16,554 134,330
　 　 賞与引当金 282,186 375,963
　 　 役員賞与引当金 1,357 2,917
　 　 その他 1,593,096 1,266,142

　 　 流動負債合計 3,685,923 3,982,788

　 固定負債 　 　
　 　 長期借入金 1,700,000 1,805,000
　 　 再評価に係る繰延税金負債 434,747 434,747
　 　 退職給付引当金 2,463,476 2,549,564
　 　 その他 380,730 416,476

　 　 固定負債合計 4,978,954 5,205,787

　 負債合計 8,664,877 9,188,576

純資産の部 　 　
　 株主資本 　 　
　 　 資本金 7,121,391 7,121,391
　 　 資本剰余金 7,412,790 7,412,790
　 　 利益剰余金 2,609,913 3,462,656
　 　 自己株式 △947,363 △947,337

　 　 株主資本合計 16,196,731 17,049,500

　 評価・換算差額等 　 　
　 　 その他有価証券評価差額金 30,175 77,194
　 　 土地再評価差額金 226,788 226,788
　 　 為替換算調整勘定 △292,487 △300,425

　 　 評価・換算差額等合計 △35,523 3,556

　 少数株主持分 31,434 28,817

　 純資産合計 16,192,642 17,081,874

負債純資産合計 24,857,520 26,270,450
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(2) 【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

　 　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 5,096,985 5,306,455

売上原価 3,511,293 3,754,868

売上総利益 1,585,691 1,551,587

販売費及び一般管理費 ※ 2,218,454 ※ 2,259,112

営業損失（△） △632,762 △707,524

営業外収益 　 　
　 受取利息 4,405 2,297
　 受取配当金 8,808 9,119
　 受取賃貸料 1,718 4,609
　 為替差益 10,056 －
　 デリバティブ評価益 34,127 －
　 その他 16,505 23,939

　 営業外収益合計 75,622 39,966

営業外費用 　 　
　 支払利息 8,556 9,642
　 売上割引 4,657 5,142
　 デリバティブ評価損 － 2,542
　 デリバティブ決済損 21,338 13,646
　 その他 3,817 6,199

　 営業外費用合計 38,369 37,172

経常損失（△） △595,510 △704,730

特別損失 　 　
　 固定資産除却損 389 165
　 投資有価証券評価損 － 223
　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,073

　 特別損失合計 389 10,462

税金等調整前四半期純損失（△） △595,899 △715,193

法人税等 △213,101 19,383

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △734,576

少数株主利益又は少数株主損失（△） △761 2,468

四半期純損失（△） △382,037 △737,044
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

　 　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 税金等調整前四半期純損失（△） △595,899 △715,193
　 減価償却費 241,593 211,247
　 退職給付引当金の増減額（△は減少） 48,661 △86,087
　 賞与引当金の増減額（△は減少） △207,969 △93,777
　 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1,300 △1,560
　 貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,979 △3,034
　 受取利息及び受取配当金 △13,213 △11,417
　 支払利息 8,556 9,642
　 投資有価証券評価損益（△は益） － 223
　 有形固定資産除却損 389 165
　 売上債権の増減額（△は増加） 1,567,967 2,420,189
　 たな卸資産の増減額（△は増加） △27,101 △160,465
　 仕入債務の増減額（△は減少） △482,560 △412,691
　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,073
　 その他 503,594 316,360

　 小計 1,045,696 1,483,674

　 利息及び配当金の受取額 12,758 11,089
　 利息の支払額 △8,421 △9,774
　 法人税等の支払額 △16,478 △109,100
　 法人税等の還付額 5,898 －

　 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,039,453 1,375,888

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 有形固定資産の取得による支出 △66,899 △14,490
　 有形固定資産の売却による収入 283 －
　 その他 △16,135 △12,851

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △82,751 △27,342

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 短期借入金の純増減額（△は減少） 85,500 －
　 長期借入金の返済による支出 △75,000 △105,000
　 自己株式の取得による支出 △48 △25
　 配当金の支払額 △117,608 △100,673

　 財務活動によるキャッシュ・フロー △107,157 △205,699

現金及び現金同等物に係る換算差額 17,631 1,484

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 867,175 1,144,332

現金及び現金同等物の期首残高 4,491,767 3,254,983

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,358,943 ※ 4,399,315
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１  連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であった株式会

社エー・ピー・エムは当社に吸収合併され消滅したため、連結の範

囲から除外しております。

　 (2) 変更後の連結子会社の数

６社

２　会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年３月31日)を適用しております。

これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ190千円増加し、税

金等調整前四半期純損失は10,263千円増加しております。

　 (2) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号  平成20年12月26日)、「連結財務諸表に関す

る会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)、「『研究

開発費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号  平

成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準

第7号  平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計

基準第16号  平成20年12月26日)、「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平

成20年12月26日)を適用しております。

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

（格満林（南京）実業有限公司の売上高計上等）

当社は、中国の連結子会社の売上高計上等の会計処理について再度、検討を行いました。この結果、格満林（南

京）実業有限公司の売上高、売上原価、売掛金、棚卸資産、貸倒引当金及び買掛金の計上に関する証憑の一部が保管

されていないことなどが判明しました。このため、同社に保管されていた試算表その他の帳簿等をもとに訂正報告

書の四半期連結財務諸表を作成しております。なお、同社の売上高、売上原価、売掛金、棚卸資産、貸倒引当金及び買

掛金は、四半期連結損益計算書及び四半期連結貸借対照表の中に以下のとおり含まれております。

売上高　　　　　　　　　 82,312千円

売上原価　　　　　　　　130,255千円

売掛金　　　　　　　　　592,226千円

棚卸資産　　　　　　　　223,228千円

貸倒引当金　　　　　　△108,297千円

買掛金　　　　　　　　　 43,444千円
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額    13,417,001千円 ※　有形固定資産の減価償却累計額    13,276,771千円

　
(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

運送費及び保管費 215,382千円

貸倒引当金繰入額 13,710 〃

報酬及び給料手当 897,204 〃

賞与引当金繰入額 138,134 〃

役員賞与引当金繰入額 1,219 〃

賃借料 117,178 〃

※　販売費及び一般管理費の主なもの

運送費及び保管費 247,406千円

貸倒引当金繰入額 1,307 〃

報酬及び給料手当 912,315 〃

賞与引当金繰入額 195,261 〃

役員賞与引当金繰入額 1,357 〃

賃借料 121,912 〃

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,359,027千円

有価証券 99,916 〃

　　　　　　計 6,458,943 〃

預入期間が３か月超の定期預金 △1,100,000 〃

現金及び現金同等物 5,358,943千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,499,315千円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,100,000 〃

現金及び現金同等物 4,399,315千円
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

当社グループの事業は、間仕切事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、開

示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　
【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
　

　
日本
(千円)

中国　
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,974,646122,3385,096,985 ― 5,096,985

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

6,334 57,457 63,792 (63,792) ―

計 4,980,981179,7965,160,778(63,792)5,096,985

営業損失(△) △566,522△68,580△635,103 2,340 △632,762

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、各種間仕切の製造及び販売を主な事業としており、国内においては当社、クラスター㈱及びコマ

ニーエンジニアリング㈱が、海外においては中国の各地域を格満林(南京)実業有限公司他３社が、それぞれ

担当しております。

したがって、当社は、各種間仕切の生産及び販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されてお

り、「日本」及び「中国」の２つを報告セグメントとしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
日本 中国

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,186,873 119,582 5,306,455

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

6,874 90,516 97,390

計 5,193,748 210,098 5,403,846

セグメント損失(△) △702,214 △12,064 △714,279

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位:千円)

利益 金額

報告セグメント計 △714,279

セグメント間取引消去 6,754

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △707,524
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 1,815.90円
　

　 1,916.10円
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 16,192,642 17,081,874

普通株式に係る純資産額(千円) 16,161,208 17,053,057

差額の主な内訳(千円) 　 　

少数株主持分 31,434 28,817

普通株式の発行済株式数(株) 9,924,075 9,924,075

普通株式の自己株式数(株) 1,024,245 1,024,215

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

8,899,830 8,899,860

　

２  １株当たり四半期純損失金額
　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △40.61円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純損失金額(△) △82.82円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純損失(△)(千円)

△382,037 △737,044

普通株式に係る四半期純損失(△)
(千円)

△382,037 △737,044

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 9,408,584 8,899,837
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成24年12月13日

コマニー株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　浜　　田　　　　　亘　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　秋　　山　　高　　広　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコマ
ニー株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６
月30日まで)に係る訂正報告書の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の
作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する
ことにある。
当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠
して四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有す
る者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手
続により行われた。

記

　追加情報に記載されているとおり、会社の連結子会社である格満林(南京)実業有限公司の売上高、売上原価、
売掛金、棚卸資産、貸倒引当金及び買掛金の計上に関する証憑の一部が保管されていないことなどが判明し
た。そのため、当監査法人は四半期連結財務諸表に含まれている同社の平成21年３月31日現在の売掛金
655,854千円、棚卸資産246,616千円、貸倒引当金12,756千円、買掛金81,019千円及び平成21年６月30日現在の
売掛金572,733千円、棚卸資産269,338千円、貸倒引当金13,708千円、買掛金40,266千円並びに平成21年４月１
日から平成21年６月30日までの第１四半期連結累計期間の売上高105,590千円、売上原価156,008千円につい
て、十分かつ適切な証拠を入手することができなかった。

　
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、上記事項の四半期連結財務
諸表に与える影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準
拠して、コマニー株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する
第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事
項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報
四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の４の７第
４項の規定に基づき四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の四半期連結財務諸表につい
て四半期レビューを行った。

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

コマニー株式会社(E02413)

訂正四半期報告書

22/23



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年12月13日

コマニー株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　浜　　田　　　　　亘　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　秋　　山　　高　　広　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコマ
ニー株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６
月30日まで)に係る訂正報告書の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の
作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する
ことにある。
当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠
して四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有す
る者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手
続により行われた。

記

追加情報に記載されているとおり、会社の連結子会社である格満林(南京)実業有限公司の売上高、売上原
価、売掛金、棚卸資産、貸倒引当金及び買掛金の計上に関する証憑の一部が保管されていないことなどが判明
した。そのため、当監査法人は四半期連結財務諸表に含まれている同社の平成22年３月31日現在の売掛金
726,339千円、棚卸資産168,932千円、貸倒引当金108,230千円、買掛金121,495千円及び平成22年６月30日現在
の売掛金592,226千円、棚卸資産223,228千円、貸倒引当金108,297千円、買掛金43,444千円並びに平成22年４月
１日から平成22年６月30日までの第１四半期連結累計期間の売上高82,312千円、売上原価130,255千円につい
て、十分かつ適切な証拠を入手することができなかった。

　
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、上記事項の四半期連結財務
諸表に与える影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準
拠して、コマニー株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第１四
半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす
べての重要な点において認められなかった。

　
追記情報
四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の４の７第
４項の規定に基づき四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の四半期連結財務諸表につい
て四半期レビューを行った。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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